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１． はじめに 

経済産業省は、2026 年 3 月 31 日、旧版から、AI エージェントやフィジカル AI 等に関する

アップデートを加えた「AI 事業者ガイドライン（第 1.2 版）」（以下「AI 事業者ガイドライン」

という。）を公表し1、また、同年 4月 9日には、AIの利活用における不法行為責任の解釈適用

の考え方等について整理した「AI 利活用における民事責任の解釈適用に関する手引き（第 1.0

版）」（以下「本手引き」という。）を公表した2。特に、本手引きは、AIの利用形態に応じて「補

助／支援型 AI」と「依拠／代替型 AI」の 2類型を整理し、各類型における過失判断の枠組みや、

AI開発者・提供者・利用者それぞれの注意義務の考え方を示すなど、実務上重要な示唆に富ん

でいる。 

本手引きがカバーする事項は多岐に渡るが、類型論をはじめ抽象的な議論も多く、具体例に

即して咀嚼するのが正しい理解への近道である。そこで、本稿では、AIと民事責任の問題にな

じみのない読者にも理解が容易な外観検査 AI の事例に焦点をあて、AI 利用者が負い得る一般

不法行為責任の判断枠組みについて概観する。 

 

２． 事例の説明3 

製造品の検品を受託する事業者 K は、AI サービス開発事業者 J が開発した画像認識 AI を X

 
1 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/index.html 
2 https://www.meti.go.jp/press/2026/04/20260409001/20260409001.html 
3 本手引きの「想定事例 5：外観検査 AI」（本手引き 48～49頁）を用いている。 
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線検査装置と組み合わせ、製造品を検査して金属片などの異物を高精度で発見することが可能

な検品サービスを提供している。 

バッグの製造業者 Lは、全数検査における金属片検出について Kの検品サービスを定期的に

利用していた。L からの受託業務との関係で、K において上記 AI は特定の条件下で 1mm 以上

の異物に対する検出確率約 98％となるように調整されていた。また、当該 AI は 1 次スクリー

ニングに用いられており、AIによる判断では不確実性が高い画像を人間による 2次レビューに

回すことで、従来の人手のみによる確認に比べ精度の高い検品を約半分の短納期で処理するこ

とができる。 

受託開始から 3 年間、K の検品において重大な見落としは発生せず、紙片や布片等の混入に

よるクレームが数件生じた程度であった。しかし、受託開始から 4 年目に、バッグに混入した

カッターナイフの刃先（2cm）を K が発見できず、L からバッグを購入した消費者 V が負傷し

た。ロット番号や AI のログ等を踏まえ調査した結果、当該刃先は AI の検出対象範囲内の異物

であったが、バッグの部品の陰に隠れており、AIがスクリーニング段階で非常に低い確率で見

逃したことが判明した。 

なお、Kと Lとの間の業務委託契約においては、「Kが商業上合理的な注意及び技能をもって、

L の指示に従い検品作業を行う」との抽象的な条項が定められていたほか、サービスの具体的

な精度についての合意はなかった。 

 

イメージ図4 

 

 

Kは、Vに対し、一般不法行為責任（民法 709条）を負うか？5 

 

３．検討 

⑴ 前提 － 一般不法行為の要件 

V・K間の法律関係について、V・K間には契約関係がなく、Vは Kに対し契約不履行責任

を追及することはできないため、本事例では、V による K に対する一般不法行為責任（民法

709条）の追及が問題とされる可能性が高い。 

 
4 本手引き 49 頁より抜粋 
5 本手引きでは、V・K間のみならず、L や J を含めた複数当事者間の法律関係にも触れられているが、本稿で

は、V・K間の法律関係に焦点をあてる。 
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一般不法行為の要件については複数の整理の仕方があるが、一つの考え方として下表のと

おり整理できる。 

 

 

※本手引き 6頁より抜粋 

 

AI の利用過程では、上記各要件のうち特に過失（①）をどのように捉えるかが悩ましい6

（下記⑵参照）。 

 

⑵ 類型論 － 「依拠／代替型 AI」に該当するか？ 

ア 総論 

従来の過失の考え方では人による行為を想定し、当該人の判断や行動について注意義務

違反が認められるか否かが焦点となってきた。しかし、AIの重要な特性の一つである自律

性（一定の範囲で人間の介入なく動作する能力を有すること）との関係で、特に人が自ら

判断や行動を行っているわけではない場面において、過失をどのように捉えるかが重要な

論点となる7。 

そこで、本手引きは、問題となる AIが、「依拠／代替型 AI」（人の最終的な判断や行動が

介在することが求められず、人の判断や行動の全部又は一部を代替する前提で AIが提供さ

れ、AIの判断に依拠しながら用いることが予定される AI）に該当するか否かで、一般不法

行為の要件充足性に関する判断枠組みを調整する手法（いわゆる類型論）を提案している

8。なお、本手引きは、「依拠／代替型 AI」の対概念として、「補助／支援型 AI」（人の判断

の補助ないし支援としてのみ用いられ、最終的に人の判断や行動を介在させることが予定

されている AI）を定義するが9、「依拠／代替型 AI」に該当しないものは一般的に「補助／

支援型 AI」に該当するとしているので10、両類型への振分けの観点では、通常は、問題と

なる AIが「依拠／代替型 AI」に該当するかを検討すれば足りる（「依拠／代替型 AI」に該

 
6 本手引き 6 頁 
7 本手引き 6～7 頁 
8 本手引き 9～18 頁 
9 本手引き 9～12 頁 
10 本手引き 10 頁 
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当しないものは基本的に「補助／支援型 AI」に該当することになる。）。 

具体的には、本手引きは、問題となる AIが「依拠／代替型 AI」に該当する場合、例えば、

事業活動において、「依拠／代替型 AI」に係る AIシステム又は AIサービスを利用する事業

者（AI 利用者11）の過失を基礎付けるのは、AI システムを組み入れた業務プロセスを適正

に構築するとともに、リスクを可能な限り低減しながら運用を行う義務への違反である12 

13とする。 

イ 「依拠／代替型 AI」該当性の判断基準 

本手引きの提案する類型論に従う場合、一般不法行為の要件充足性を検討するに先立っ

て、問題となる AIが、「依拠／代替型 AI」に該当するかを検討することになる。 

（ア）ステップ 1 

この点、少なくとも、①AIの機能や利用される場面を踏まえると人の判断を代わりに

行っているとはいえないケース（例：配送ルート最適化 AI14）、②規制法上の理由により

人の最終的な判断が要求されるケース（例：弁護士業務支援 AI15）、③AI の出力内容が

潜在的に第三者の権利を侵害するリスクを内包しており、この点について人の評価や検

証が必要なケース（例：画像生成 AI16、取引審査 AI17）（以下、①～③のケースを「典型

的非該当ケース」という。）については、「依拠／代替型 AI」には該当しないとされてい

る18。 

（イ）ステップ 2 

典型的非該当ケースに該当しないことを前提に、AIの機能や利用される場面、AIの精

度や安全性、業務上のリスクの程度や専門性、関連する規制の有無等を考慮したうえで

19、下記「AI に判断を委ねることの必要性」及び「精度及び安全性」の 2 つの要件を満

たす場合、問題となる AIは「依拠／代替型 AI」に該当することになる20。 

ａ AIに判断を委ねることの必要性 

人による判断や行動を介在させることでは実現困難な効用が見込まれること。 

例えば、人が全件を遂行することが困難な作業量を AIが処理したり、人だけでは作

業が困難な時間的・物理的領域において AIが自動的に処理を行う場合などが考えられ

る。 

ｂ 精度及び安全性 

社会的に期待される精度や安全性の水準を満たすこと。 

 
11 本手引き 4 頁 
12 本手引き 12～14 頁 
13 本手引き 15 頁 
14 本手引きの「想定事例 1：配送ルート最適化 AI」（本手引き 19 頁以下） 
15 本手引きの「想定事例 2：弁護士業務支援 AI」（本手引き 22 頁以下） 
16 本手引きの「想定事例 3：画像生成 AI」（本手引き 25 頁以下） 
17 本手引きの「想定事例 4：取引審査 AI」（本手引き 37 頁以下） 
18 本手引き 10 頁 
19 本手引き 17 頁 
20 本手引き 14～15 頁 



 

 

 5 © IWATA GODO 2026 

例えば、規制法や業界の安全基準に適合したシステム、又は社会において導入が進

み一般的に用いられているシステムであれば、社会的に期待される精度や安全性の水

準を満たしていると評価しやすい。 

不法行為法の下では、権利侵害や損害が生じた場面において、それを生じさせた人

の判断や行動に関し、その行為に伴うリスクの大きさ等を踏まえつつ、当該人物が置

かれた状況や地位における通常人の注意力を基準とし、これを下回る判断や行動が行

われた場合には過失を認定することで損害の公平な分担を図ってきた。このことから

すれば、人が行ってきた業務に対して AIを導入する際も、同種業務における通常人の

作業水準を基準とすることが考えられ、AIがその品質及び精度において従来の通常人

による作業水準と同等以上と評価できる場合や、権利侵害リスクが従来の通常人によ

る作業水準と比しても十分に抑制されている場合、社会的に期待される精度や安全性

の水準を満たすと考えられる。 

ウ 本事例の検討 

 本事例の外観検査 AIが「依拠／代替型 AI」に該当するか否かを上記イの判断基準に沿っ

て検討する。 

（ア）ステップ１ 

本事例は、「規制法上の理由により人の最終的な判断が要求されるケース」や、「AIの

出力内容が潜在的に第三者の権利を侵害するリスクを内包しており、この点について人

の評価や検証が必要なケース」には該当しない。また、AIの機能や利用される場面（下

記（イ）ａ参照）を踏まえると、「人の判断を代わりに行っているとはいえないケース」

にも該当しないといえる。 

したがって、本事例は、典型的非該当ケースには当たらない。 

（イ）ステップ２ 

 そこで、「AIに判断を委ねることの必要性」及び「精度及び安全性」の 2つの要件を満

たす場合、本事例の外観検査 AIは「依拠／代替型 AI」に該当することになる。 

ａ AIに判断を委ねることの必要性 

本事例では、1次スクリーニングに AIを用い、AIによる判断では不確実性が高い画

像を人間による 2 次レビューに回すことで、従来の人手のみによる確認に比べ精度の

高い検品を約半分の短納期で処理することができる。このように迅速かつ大量の処理

が可能となる場面は、AIに判断を委ねる必要性が高い21。 

ｂ 精度及び安全性 

本事例の検品業務は従来、基本的に人が行ってきた業務であるところ、このような

業務を代替するに当たり、AIシステムが十分な精度水準を有しているか否かについて

は、同種業務に従事する通常人の作業水準が基準となり、これと当該システムの精度

 
21 本手引き 50 頁 
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とを比較することが考えられる22。本事例のように異物の検出率が非常に高精度な AI

モデルを組み込んだ AIシステムであれば、通常人としての注意力を有する者が同種作

業で通常発見可能な異物の大部分を発見する程度の精度を超えた水準にあるものと評

価され、社会的に期待される精度や安全性の水準を満たすと認められやすい23。 

（ウ）小括 

以上を踏まえると、本事例の外観検査 AIは「依拠／代替型 AI」に該当する可能性が高

い24。 

 

⑶ 「依拠／代替型 AI」における過失の判断枠組み 

ア AI利用者の責任 

問題となる AIが「依拠／代替型 AI」に該当する場合、特に人が自ら判断や行動を行って

いるわけではない場面において、過失をどのように捉えるかが重要な論点となるが、本手

引きは、AI利用者の過失を基礎付けるのは、AIシステムを組み入れた業務プロセスを適正

に構築するとともに、リスクを可能な限り低減しながら運用を行う義務への違反である25 

26とする。 

（ア）AIシステムを組み入れた業務プロセスの「構築」に関する注意義務 

「依拠／代替型 AI」を導入する場面における AI利用者の注意義務は、対象となる業務

プロセスが AI による自動化に適しているか、望ましい水準や安全性を備えた AI システ

ムを用いているかといった観点から評価される。また、AIのリスクを踏まえて適切な利

用体制やガバナンスの構築を行っているか否かも重要な要素となる。例えば、AIシステ

ムが業務プロセスの一部でのみ通常人と同等以上の精度水準を発揮する場合や、特定の

条件下で精度が低下し通常人の作業水準に満たなくなる場合等に、人の関与を介在させ

たり別のシステムと統合したりすることにより、業務プロセス全体として望ましい精度

や安全性を発揮すべき場合がある。この場合、AI利用者は、そのような精度や安全性を

満たすために必要な人の関与や別のシステムを検討し、必要な人的・物的設備を導入す

る注意義務を負う27。 

（イ）構築した業務プロセスの「運用」に関する注意義務 

業務プロセスの構築とは別途、AIの望ましくない出力により権利侵害が生ずる可能性

を低減させるため、AI利用者がシステムの運用において合理的な措置を講じていたかに

ついても過失判断の対象となり得る。例えば、AIは継続学習やアップデートにより事後

的に精度等が変化する可能性があるところ、運用過程において精度が低下することによ

 
22 同種の検品作業に求められる注意義務の水準を示したものとして、東京地判平成 26 年 3 月 14 日（判例集未

登載）がある（本手引き 50 頁）。 
23 本手引き 50 頁 
24 本手引き 50 頁 
25 本手引き 12～14 頁 
26 本手引き 15 頁 
27 本手引き 15～16 頁 
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り依拠／代替型 AI としての運用に適しない状態となっていないか確認を行うこと等が

考えられる28。 

イ 本事例の検討 

本事例において、Kに過失が認められるかを検討する。 

AI 利用者である K29の注意義務は、①AI システムを組み入れた業務プロセスを適正に

「構築」するとともに、②リスクを可能な限り低減しながら「運用」を行っていたかとい

う観点から評価され、典型的には、下表所定の措置30の有無が問題になり得る。 

 

 誤検知の防止のため想定される措置 

業務プロセスの適正

な構築 

◆安全性に配慮した適正利用 

・使用するモデルや閾値の管理 

・実運用条件での性能確認・継続学習 

・モデルの挙動変化や劣化有無の検証 

・AIの検査対象の適否や他検査併用の要否の検討 等 

◆人による関与 

・人によるレビューを行う範囲の適切な設定 

・検査に習熟した担当者によるレビュー体制の構築 等 

リスクを低減するた

めの運用 

◆誤検知時のフィードバック体制 

・重要な誤検知に関する AI開発者へのフィードバック 

・原因分析や是正措置 等 

◆利用状況の記録及び透明性 

・検査画像・判定ログ・レビュー結果の保存 

・事故発生時におけるアカウンタビリティの確保 等 

 

もっとも、上表の措置全てが結果回避義務を構成するものではなく、K のサービスの内

容、AIの性能・設計、AI開発者との役割分担等、個々の状況に応じて求められる措置は異

なる31。 

業務プロセスの構築及び運用の両観点において Kの義務違反が認められない場合、AIが

個別の場面の処理として誤検知に至った場合であっても、K に過失は認められないと考え

 
28 本手引き 16 頁 
29 Kにおいては、Kの品質管理部門が J の開発した AIシステムを導入し、自社の X線検査システムに組み込ん

だ上、Kの検査部門の業務に供していると考えられるため、Kは、AI利用者のみならず、「AI提供者」（AIシス

テムをアプリケーション、製品、既存のシステム、ビジネスプロセス等に組み込んだサービスとして AI利用者

に提供する事業者）としての地位も有するが、Vとの関係では、主に AI利用者としての地位を念頭において過失

の有無を検討することになる（本手引き 48 頁〔脚注 79〕、51 頁）。 
30 本手引き 52～53 頁 
31 本手引き 51～52 頁 
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られる32。 

 

⑷ その他の要件 

ア 保護法益の侵害、損害の発生 

本事例では、V が負傷しているから、保護法益の侵害が認められ、治療費、慰謝料等の

損害も認められる。 

イ 因果関係 

他方、AIの出力による損害発生リスクが統計的にしか把握できないことが多いことから、

過失行為と保護法益の侵害との因果関係については、過失の内容により、その判断が困難

となり得る。 

例えば、本事例において、継続学習やアップデートにより事後的に検出確率が低下して

おり、K がそれを把握すべきであったにもかかわらず、把握できていなかった場合におい

て、あるべき水準が維持されていれば個別の Vの負傷という結果を防止し得たのか、ある

いはいずれにせよ結果が生じていたのかが評価し難い可能性がある33。 

 

⑸ 小括 

 以上を踏まえると、本事例の外観検査 AIは「依拠／代替型 AI」に該当する可能性が高く、

Kの Vに対する一般不法行為責任（民法 709条）の成否に関しては、Kが業務プロセスを適

正に構築し、リスクを低減しながら運用を行っていたか、及び、過失行為と保護法益の侵害

との間に因果関係が認められるかが重要な論点となる可能性が高い。 

 

４．おわりに 

AI と民事責任の関係は、AI エージェントやフィジカル AI の進展とも相まって、世界各国で

活発な議論が行われているホットイシューである。AI技術が社会に急速に浸透する中、本手引

きは実務において極めて重要な指針となる。AIの開発・提供・利用に関わる全ての事業者にお

いて、本手引きの内容を踏まえ、自社の AI利活用の状況を点検し、業務プロセスの構築・運用

体制の棚卸しを行うとともに、必要に応じて専門家の助言を得ながら、適切な AIガバナンス体

制を構築していくことが求められる。 

 

  

 
32 本手引き 51 頁 
33 本手引き 77 頁 



 

 

 9 © IWATA GODO 2026 

※本ニュースレターは一般的な情報提供を目的としたものであり、法的アドバイスではありません。 

また、その性質上、法令の条文や出展を意図的に省略している場合があり、また情報としての網羅性

を保証するものではありません。個別具体的な案件については、必ず弁護士にご相談ください。 

【執筆者】 

 

松田章良（弁護士） 

Email: amatsuda@iwatagodo.com 

 

2006 年東京大学法学部卒業、2015年 Columbia Law School

（LL.M.）修了（Harlan Fiske Stone Scholar 受賞）。2008 年弁護士

登録、2019年 NY州弁護士登録。個人情報保護、国際関係法務・渉

外業務（取引）、IT・サイバー法に係る案件、国際仲裁・国際紛争解

決案件、大規模かつ複雑な訴訟・紛争解決案件を主に取り扱う。 

池田美奈子（弁護士） 

Email: minako.ikeda@iwatagodo.com 

 

2009年 Michigan Law School (LL.M.) 修了、2010 年早稲田大学大

学院法務研究科修了。2010年 NY州弁護士登録、2013 年弁護士登

録。コーポレート案件、クロスボーダーの取引案件を中心に、デ

ータ・プライバシーやヘルスケア分野の案件を多く手掛ける。 

足立理（弁護士） 

Email: makoto.adachi@iwatagodo.com 

 

データ・テクノロジーチーム及び知的財産法チームに所属し、デー

タ・IT・通信分野（特に個人情報保護法、AI関連法）、知的財産法分

野（特に著作権法、商標法、不正競争防止法）を専門とする。グロー

バル B2C企業への出向経験を有し、現場実務に根差した助言を強み

とするほか、ソフトウェア・デジタルサービスにおける契約・コンプ

ライアンス対応、広告・表示規制対応、データ利活用・越境移転規制

対応等を幅広く支援している。 

岩田合同法律事務所  
 
1902年(明治 35 年)、司法大臣や日本弁護士連合会会長を歴任した故・岩田宙造弁護士が「岩田宙造法律事

務所」を開設したことに始まる、我が国において最も歴史のある法律事務所の一つです。開設当初より、我

が国を代表する企業等の法律顧問として多数の企業法務案件に関与しております。日本法弁護士約 120 名が

東京・札幌の両オフィスに所属し、日本語対応も可能な中国法弁護士、フランス法弁護士、米国各州弁護士

資格を有する多数の弁護士のほか、特別招聘顧問として元最高裁判所長官大谷直人氏、特別顧問として前公

正取引委員会委員長古谷一之氏、前金融庁長官井藤英樹氏が在籍しております。 

 

〒100-6315 千代田区丸の内二丁目 4 番 1 号 丸の内ビルディング 15 階 

岩田合同法律事務所 広報： newsmail@iwatagodo.com 

https://www.iwatagodo.com/lawyers/matsuda_akira.html
mailto:amatsuda@iwatagodo.com
https://www.iwatagodo.com/lawyers/ikeda_minako.html
mailto:minako.ikeda@iwatagodo.com
https://www.iwatagodo.com/lawyers/adachi_makoto.html
mailto:makoto.adachi@iwatagodo.com

